




























































































































































































73 私立中学校に対する就学支援金制度の創設について

《提案・要望の内容》

0義務教育段階にある私立中学校の生徒に対しても、国において就学支援金を支
給するよう制度化すること。

※「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に闘する法律」

が成立し、平成22年4JJ 1日から施行υ

※この法律により、平成22:[三度から、公立高等学校のJ受業料を徴収しないこととすると

ともに、私立高等学校等の生徒に対する就学支援金の支給が始まり、教育の機会均等

という観点、で教育に係る国1'{'負担のあり方が大きく YL障されたところ。

※しかしながら、私立小・中学校については、このような措i泣がなされなかったことから、

保護者の負担が続減されないままの状態となっている。

イヒあるいは軽減措世が導入され、高等学校においても凶授による負担が棋市となった

今、制度の幣合を!g!るとともに、教育条{，!の自主目・ I向上、修学上の経済負担の料械な

が導入されるべき。

※とりわけ、私立中高 針校では、同じ学校内において、中小生は保殺者の負十日が従来の

ままである 方、両校生には就学支援金が支給されることとなり、制度上の不終合が

ある。

<参考>

1 中学・高校における国の保護者負担軽減措置

区分

私立

公立

小学校

軽減なし

授業料無償

中学校

軽減なし

授業料無償

高等学校

就学支援金

就学支援金

2 鳥取県の状況

平成22年度より、家庭の状汎にかかわらず、全ての中学生が安心して勉学に打ち込める環境

を作るため、国の就学支援金相当額を独自に私立中学校へ交付(学校設置者が代埋受領)。

平成26年度の国の制度改正に併せ、加算制度を拡充(固と同ーの金額を支給)。

[参考]国の高等学校等就学支援金制度の概要

平成22年度より、私立高等学校及び私立専修学校(高等課程)に通学する生徒に刻し、

公立の高等学校の授業料相当額(年額 118，800円)を支給。所得に応じ力11算ifjlJ/支有り。

平成26年入学生からは所得制限を設けた上、 !J日算制度を拡充。

(低所得世帯の加算を上積みし、中所得世帯まで加算対象となった)

<特X26情感臥企人の主孫自額>

l 年収(相当) 1 250万円未満 1

円
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年237，600円

(118，800円)

年178，200円

(59， 400円)

年118，800円
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74 三徳山の世界遺産登録に向けた支援について

《提案・要望の内容》

0世界遺産暫定リストを拡充し、三徳山の追加登録を行うこと。

0三徳山の世界遺産登録に向けた調査 E 研究に対し、固として積極的に財政支援

を行うこと。

※三徳山は、三{ム寺と国宝三仏年奥院「投入量;~J にいたる行者一道の道保にある懸 jLの建j告l

物1洋、信{i[lの逃刷、が数多く残る小鹿渓、それらを取り巻く原性的な自然環境からなる信

仰の山であり、幾多の変遷をへて、今も H木の山岳信仰の)J1型を伝えている。また、七回

の名勝及び史跡に指定されており、投入J~( をはじめとした 1111勾の建造物昨及び、二位、寺

所有の仏像や調鋭などは同重要文化財にも指定されている。

※行県では、制定リスト入りに向け、調査・研究が午ljに坑裂であるとも，i:lifi:つけ、地元三朝Il!f

と共に、考古''j':(I']調杏や自然環境訓在など、多角的Y注視点からの訓査・研究に取りf叫んでし、

るところ。

<参考>
Oこれまでの三徳山の世界遺産登録に向けた取組

H13{fl立

1111年度~

1116主手3月

HI8{H支

Hl9年度

三中川町が世界遺産登録を日指す連動を開始

調査研究、情報発信等の取Mlを推進
三徳山tt上界泣民登録Jili動推進協議会の設立
rm山1300年祭の開催、三徳山御幸1-J列を50flーぶりに復活

凶(文化庁)に世界泣g'ii.1j!J_f定 覧表記;1主提案読を提LUしたが、継続税査との回答

国(文化庁)に世界並立区間定 覧表記iI在提案者を同提出

三徳山三位、 j/l入堂の保存・保設ヰ13誌を開始

1120年度 1119年度に再提出した提案書について皆定覧表の迫加記載とならず

自然環境調査を開始

日21年度 鳥取大'"f:との合同シンポジウム、三i:~jlI!Tによる発J協調査及び弘[IJ1n~調査、地元住民等

による文化資産学宵会等の実施

1122年度 シンポジウムの開催、発J開及び他生調査、地元住民等による文化資産学習会の実施、

行者道保存修理の検討

1123~25年度 シンボ、ンウムの開催、発招及び他生調査、地元住民三;による文化資院学習会の実施、

行者道保存修盟事業 (23~27年度)

H25年度 平成26年3Jll9FIに三徳山及び周辺地域が大1'1隠岐同立公闘へ編入

(国主役入堂) (名勝小鹿渓) (重文木造蹴ヨー権現立像)
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75 r関西ワールドマスターズゲームズ 2021Jへの支援について

《提案 E 要望の内容》

o r関西ワールドマスターズゲームズ 2021Jを国家的プロジェクトと位置づけ、
新たな補助制度の創設も含め、準備段階から円滑な大会運営に至る必要な財政

支援を行うこと。

0本年9月には組織委員会を設立する予定であるが、国や全国的なスポーツ団体、
各種競技団体等の協力・支援は不可欠である。ついては、国や関係団体の組織

委員会への参画と大会開催への積極的な協力・支援を行うこと。

0ワールドマスターズゲームズは、スポーツ競技大会であるとともに、スポーツ
ツーリズムを通じたインバウンドの拡大にも資するものであることから、 「関

西ワールドマスターズゲームズ 2021Jの開催に向けた積極的な広報活動を展開
し、圏内外における機運の醸成に努めること。

《参考》

。関西ワーノレドマスタースゲームズ 2021Iこr(iJけた全体スウジューノレ
ムノじ、 {本 競技i!J巨営 広 幸fi

2013年度 IMGA査察

開催基本合意書調印

2014任皮 組織委員会設立 (9月) 大会開催JK本桝!l¥(9月) PRイベン ラグビー

開催地契約締結(12月) ト、シンポ WCUP、京

ジウム、キ 万-(オリンピ
大会開催基本方針策定 γンベー ック・ノfラ

2015年度 競技種目原案決定 ンの主4)i苗 リンピック

~ 競技会場決定
と連携した

マスタース

2016年度 関ilH也実行委員会設立 スポーツム

ーブメン卜
競技別某本方針策定 の推進

2017年度 IMGAに大会開催基本

方針提山

2018年度

2019年度

2020年度 プレ大会開催

2021年度 関西川G2021開俗
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76 ソフトパワーの活用による地域振興の取組支援について

《提案・要望の内容》

0まんが・アニメをテーマとしたイベントの実施や国内外へのまんが関アニメを
活用した情報発信、関連分野の人材育成のほか、コンテンツ産業の振興など、

クールジャパン施策に連動して地域が行うソフトパワーを活用した取組に対

し、国レベルでの積極的かつ継続的な支援を行うこと。

※鳥取県は、平成 24 年に「まんが王同とっとり」を建問し、 f[k[[深まんがt~!lJ、「国際マ

ンガサミット鳥取大会Jの閃lli¥を契機に、まんがやアニメを活J[[して地域を活性化す

る以和lを進めているところ。

(これらに刻して地J点発・文化芸術創造発信イニ、ンアチブ事業補助金

1124294百万円、 1-1254:3百)J円を支緩いただいたが、

1-126は不採択。)

※まんが・アニメ及びそのげ'Ji'E分野l土、1<J1光振興をはじめ人材育成や産業J!'i興などのI(，iで

も非叫に効果的な地域版興策のツーノレであり、県としては、これらのllY.出lを紺'統して

拡充、発展さぜていきたいと考えている。このような地域のJ[j(府lに刻しては、[，，[レ八

ノレでの支援が不可欠O

<参考>

0平成26年度「まんが王国発ソフトパワー事業」の主な取組(鳥取県)

開「青山剛昌キヤラクヲーコナン×キッド×ヤイバ神話の国の秘宝伝」の開催

「名探偵コナンI週刊少年サンデ 連載20周年を記念して、鳥取県出身の青山間l昌先生の作品

のキャラク告ーを使用した「宝探しゲーム」を開催し、圏内外に情報発信するとともに、県内周

遊を促進する。

-高知県との情報発信交流事業

平成25年3月に締結した「有効通商条約』に基づき、高知県「まんが王国・土佐」を連携して、

首都圏での「まんが王国会議」の開催、まんが甲子園交流試合の実施等を行う。

0地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ事業の採択状況(文化庁)

年度 予算額(百万円) 応募件数 採択件数

24 3， 150 9 1 89 

2 5 2， 872 127 126 

2 6 2， 460 194 115 

※地域のニーズに予算措置が追いついていない。

※平成26年度、本県関係では、「まんが王国発ソフトパワー事業」は不採択となったが、「と

っとりアートスター卜推進事業J(1， 334千円)、「アーテイストりゾートとっとり芸術

祭J(18，202千円)は採択された。
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77 地域実態を踏まえた消費税率の引き上げについて

《提案関要望の内容》

O 今後予定されている消費増税の導入判断にあたっては、地方に
おける景気動向実態を良く点検 R 把握し、地方の意見を踏まえて

導入判断を行うこと。

O導入する際には、景気が冷え込まない対策、生活弱者対策など、
きめ細かい配慮を行うこと。

<参考>

O 地方の雇用回復は全国に遅れて発生
全国的な景気動向からの判断では、地方の実態と事離が発生

有効求人倍率の推移

1.10 

一一全国

ーー鳥取県

約 1年遅れ

1.00 

0.90 

0.80 

0.70 

0.60 

0.50 

0.40 
H17 

3月{直近)

鳥取県 0.98
全国1.07

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

0 消費増税による県内影響実態把握調査 (4/7-5/16) 

【調査件数県内企業 126社(県商工労働部調査)】

売上げが減少している

利益が減少

一部、又はほとんど価格転嫁できていない

38件 (30%)

30f牛 (24g也)

45件 (35%)

-値上げによる客離れに対する懸念 27件(6 0 %) 
[叩で…由)
・競合他社とのコスト競争 22件 (49%)
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78 国家戦略特区制度の充実について

《提案 M 要望の内容》

0国家戦略特別区域基本方針に定める追加提案募集を実施し、大都市偏重とならない
ょう、地域産業育成の観点から鳥取県をはじめとする地方の提案の指定を積極的に

行うこと。

<参考>

【鳥取県の提案】

1 未来社会創造ディスプレイ副イノベーションプロジェクト【国際的ビジネス拠点の形成】

( 1 )概要

公i益実験の:1¥1]限を緩和する想的1][攻 :'~II，:~.~;~を基に、県内ディスプレイメーカーを小心とした新たな

ディスプレイ])日発により、国際的イノベ}ションとビジネスの拠点を形成寸る。

<鳥取県内に存在する主なディスプレイメー力 > 

争(株)ジャパンディスプレイ鳥取工場

Tド杭mヂィスプレイ IJr-j 括・生産等に|則 LPA外]-))~.から 100名必の技術占等を
民11，(1場に集約し、新製品の研究開発を実施。
・平成26刊日月に株式|二場。今後車;]主分野にfi1l極的投資o

eシャ プ米子(株)
世界的)I'-.~n体大手のクアノレコムtIとの共同開発による「液晶をi主わない次 111:1\

(MEMS (メムス))ディスプレイJの開発を実泊。
・シャープ(株)内にヰ;Ji!( I~，J迎分野に係る新たな開発チ ムを立ち上げ。

罷重量
車載用ディスプレイ

( 2)規制改革等の提案 MEMSディスフレイ

0道路交通法・道路法等での公道実験の制限の緩和(道路交通法第77条)
It，IHtjディスプレイメーカーが、当県内の直線s[i附のある道路を活川して Iド桜井lテ。イスプレ
イ閉経の実証災!!換を:x施する際の道路使川手続きに係る規制緩和を提案。

0研究開発税制の拡充
0企業立地を促進するため、都市計画法の規制緩和、農地法の規制緩和を提案

2 とっとり「医療機器発明」産業化特区【国際的イノベーション拠点の形成】

( 1 )概要

①産学官述伐による医療機探ノ¥レーの構築、②i位先端の技術を集積する!日界トップレベルのロ

ボット手術センターの設立、③先進的医療による国際交流拠点の形成により、出|際主1l4fト力の高い

[主僚機器産業の育成を図る。

(2 )規制改革等の提案

0ロボット手術における保険外併用療養の許可(健康保険法第86条)
保険外併用療養を前可することにより、保険収3伎のない術式でも

患者の負担が減り、症W'jJX{の大幅な増加が凡込まれ、新たな子術機

器の開発につながる。

0外国人医療スヲッフによる特区内医療行為の規制緩和
O医療機器の研究開発促進に係る制度創設
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79 地域人づくり事業(緊急雇用創出事業)の継続実施について

《提案・要望の内容》

0平成 26年度が終期 (26年度中の着手事業は27年度末までの実施が可能)となってい
る地域人づくり事業(雇用拡大プロセス・処遇改善プロセス)を、 27年度以

降も継続実施すること。

0特に地域経済の特性を生かした賃上げや正社員化等を進める「処遇改善プ口セ
ス」が、雇用のミスマッチの解消に向けては重要となることから、 「処遇改善

プロセス」についてはより重点的な支援を継続すること。

〔一一復基調一一山…05IJ:げに宇l'い一川
原用環境の不安定化が懸念される。 地方の原刑環境改善を加速する必要がある。 I

<参考>

1 有効求人倍率等の状況(平成26年 4月)

回復法制となった経済情勢を受けて、木県の有効求人倍率は 0.99倍(、v成 26'j三4月)
と1%台、目前となったが、内訳を比ると，[社民の有効求人倍率は 0.4日倍(、|ぺ成 26年 4J'J ) 

と低迷し、 r)荏川のミスマッチ」傾向もなかなか改詳の兆しが見えない。

区分 1126. 4月 1126. 3月
前年I"J月

(H25. 4月)

有効求人{古今[4"(倍) 鳥取県 0.99 o. 98 O. 80 

(※不uiirJID盤値) jノ¥二、 国 1. 08 1. 07 0.88 

正社員の有効求人倍率(倍) 鳥取県 0.48 O. 48 0.37 

鳥取県の I居件lのミスマッチJの状況 (H26.1)J ) 

求人>求職者の職業 倍率 求人く求職者の職業 {在不

サービス職(接客・調理等) 1. 56 事務的職業 0.21 

専門・技術職(看護師等) 1. 15 運搬・清掃等職 0.57 

福祉関連職 1. 11 IT関連職 0.59 

建設・土木関連職 1. 32 生産工程(組立・修理等)職 O. 72 

(鳥取労働局提供資料による)

2 i処遇改善プロセスJを活用した県事業(人づくりによる経済成長戦略推進事業)

中小零細企業が多い本県では、地域人づくり事業の「処遇改善プロセス」を活用し、

従業員の賃金アップや正社員化が実現できる環境の整備を積極的に進めるため、鳥取県
経済再生成長戦略の戦略的分野に該当する企業が行う、従業員の処遇改善に向けた以下

の取組を支援している。

事 明l 内 容

環境・エネルギー(エコカ一、太陽光、リザイクノレ)、次世代デバイス(電機・電子

対象業積等
関連産業)、ハイオ・食品関連産業、健康・福祉サービス産業、まちなかビジネ

ス、コミュニティビジネス、観光ビジネス、民林水産資源、関連ビジネス、次世代サ

ーピス(日1'0、データセンター、コンテンツ産非J

-在職社員の処遇改善に向けた事業計画を募集し、審査・採択の上、実

支援内容 施企業に委託を行う。

1事業につき、 500万円を上限に委託。
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80 地域の成長戦略の実行における支援について

《提案・要望の内容》

0官民一体の地方産業競争力協議会において策定した地域戦略を地方が主体的に

責任をもって着実に実行するため、財政面も含めた一層の支援を行うこと。

-地域を絞り込んで選別する「地域活性化モデルケース」ではなく、地方産業

競争力協議会が主体的に取組むことができる総合的な支援制度の創設

〔一一施ーは一一時一…川
使い道を地方産業競争力協議会が選択できる総合的な粋予算を確保すること。 I

-大胆な規制緩和や税制の優遇措置、国家戦略特区制度の充実・改善等

<参考>

※地域戦略の具現化に文lする支援については、地域戦略に基づく地域活性化の先行モテ、ル的

な取組みに対し国がパッケージ支援を行う「地域活性化モデ、ノレケースJの公募が行われた

が、今のところ公募は今回 1回限りであり、今後の募集予定も未定である。その他に、地

域戦略を具現化する取組みを総合的に支援する事業は実施されていない。

※「地域活性化モデルケース」における国の支援内容は、政策対応チーム(関係省庁の課長

で構成)が計画の具体化の助言等のコンザルティングを実施、各省庁の既定予算での対応

等であり、モデルケース独自の別枠予算での実施といった財政上の支援はない。
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81 アジアを中Ij)とした地方の中小企業の海外展開支援について

《提案・要望の内容》

0経済成長が著しい東南アジアを中心とした新興国市場へ、意欲のある地方自治
体及び地域の中小企業が円滑に参入することができるよう、政府間レベルでの

プラットフォーム作りに取り組むこと。

[一一樹引止めには……ヰ j企業カスピーディカつ]
戦旧制oに行動する必要があり、政府間レベノレで強固 E安定した村L組みを構築して、国家レ|
ベノレの Win--Win関係に基づく環皮整備や什組みづくりに取組むことが不可欠。 I

0海外市場における需要獲得のため地方自治体が具体的なプロジェク卜として実
施する、地域の中小企業の海外展開に向けた取組を支援すること。

鳥取県が進めるプロジェクト及びWJ待する文J乏のj9rJ1 
タイ士業省、とiW抄Jによる地域・技術センサス(両地域の技術集積と連|引を調査・評frlfi) 
→ (期待する支援の例) 1，I，j地域の技術者の交流支媛、資金助成

口シアとの l~iJ係強化(治海地方との経済共同プロジェク卜、|吹係官1I との経済交流)
シ (則待する支援のがiJ)ロシア似京地j或へのジェト口事務所設 WI~

<参考>
1 鳥取県と9イ工業省との連携について

0本県では、日本とうEイ両政府が平成 23年から進める「お互い
プロジェク卜』を通じて得た情報や人脈を活用して、 !;zイ工
業省と MOU(覚書)を締結して具体的連携に取組み中。
(鳥取市において告イ工業省・裾野産業協会との連携フォー
ラム開催 (H26年 1月)など)
0平成 25年 11)'Jには、鳥取県東南アジアビューローをタイ・
バンコクに開設するとともに、タイ工業省と 'IJ小企業ω述携
促進にI1¥Jする ¥IOUを締結。
0，鳥取即、の電機・電子部品産業とタイの自動rt部品産業のマッ

FV司
・←I副h 
ヲイ工業省と MOU締結CH25.11)

チングを目指して、両地域の企業における技術集積と述関に関する調査及び評価を実胞仁l'0 
県内企業 21社及びタイ国内企業 20紅が回答済(平成 26年 5)J末)であり、今後、内容の
分析・評価に取組む?予定。

。平成 26年度には、タイでの自動車関連企業との合同プロモーションイベントの開催、チャ
ーターi史就航に合わせた鳥取県経済交流1'1:1によるタイ訪問等を検討中。

2 ロシアとのネットワーク強化について

0本県は GT1 (大図伺江開発計画)に参画。現在ロシア国
内の地方政府では沿海州、ハバロフスク地方(オブザ
パ )が参画しており、物流ルート確立を中心とした北
東アジアにおける地方政府間プラットフォームとしての
機能が期待できる。

0現在は GTI地域における人的ネットワークの構築、日本
海を通じた物流推進、境港や DBS航路、壁面な観光資源
等のアピーノレなどの事業に取り組んでおり、本年 8月に
は、鳥取県米子市に GTI参加地方政府を招いて rGTIと
っとりフォーラム」を開催予定。

"明ん吊 r<./.<n4"~

_"""-"， (円ご や J-¥てよ、
\」11二-:z~__rz去、、 J~;~):~!.，;~~. 
仁'~， """.>，'-0 (_~;7_'- ← 11υ;/ 
吐、_."1'1-
-、 _____i PJr.~M~~'‘ 4 町."一、"， 

~..(_ 

GTI (大図{門江開発計画)地域

。しかし、ロシア内のジェトロ事務所は「モスクワ」と「サンタトベテノレフノレク」のみ。ロシ
アは優先的に板東開発を進めており、欧露地域のみならず、恨w:地域も諸外国からの貿易投
資が増加し経済発展が期待される地域。

0極東地域へは、木県を始めとするけ木海側.IJの地方自治体を中心に、幅広い経済分野におい亡
中小企業の進出が年々1'i1!JrJ。また、木県には81浴とウラジオストクを結ぶ環日本海定期貨治:
船が就航していることから、この利点を活かして、経済共同プロジェクトの実施等により、
極東地域と亙志的な経済関係を格築していく予定。
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82 地域ものづくり産業等の競争力強化について

《提案圃要望の内容》

0平成 25年度補正で制度化された「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業風
サービス革新事業(ものづくり、商業・サービス) Jについて、予算を拡充し継
続すること。

〔仰は全即叩前山が今川費税半山川上川う設備投資意欲〕
の減退が懸念される。企業の投資を喚起ずる施策の継続は必嬰不可欠であるの | 

0小規模事業者が活用しやすい制度とするため、制度設計に地方の意見を反映でき
る仕組みとすること。

0企業の積極的な事業活動を喚起するため、設備投資に対する「収益納付ルール」
を廃止するとともに、環境・エネルギー、健康・医療、航空・宇宙に限定されて
いる成長分野に、地方の産業振興テーマ分野等を加えること。

<参考>

O中小企業・小規模事業者ものづくり司商業・サービス革新事業の拡充司継続
[本県の応募・採択状況]

*本県では 1次募集採択後(採択率38%) も申請が増えており、継続的なニーズがある。

1玄分 川和問(うら設耐頭打一一志tJ~{'I'瓦 | 採択率
l次公務第 l次募集 I 34件 (33件) I 1 3 {'I: I 3 8. 2 % 
l生金主一室Z主室主上 46 {tt (三互企) Iー←」主主'1") 
[ r絡会営改善設備投資支援事業」予定件数1(本県独自の設備投資支援策)
*想定以上に企業の設備投資意欲が高〈、枠拡大を予定。

「色分 I25年断旧:(経済対策) I 2百五玉石予算分 I 26年度 6月補正予算
件数 I 12件(実績 19{'i') 40件 I 140件(迫加)

0小規模事業者が活用しやすい制度に向けて
*小規模事業の応募・採択率が低いという地方の実態を考慮し、計画づくりのためのサポート
体制、採択基準等に関し、地方の意見を反映できる制度にすることが必要。
*現行、小規模事業者型〔限度額700万円〕も設定されてはいるが、設備投資が対象外の
ため、本県の場合利用はほとんどない。

[企業規模別採択/非採択企業数の分析(鳥取県内第 l次募集分)1 (単位 社)

|主 分 ~ 1 9人 20人~
採択イP業 企業数 2 1 1 

品昨日比上ヒ 15% 85% 

非採択企業 企業数 7 1 4 

格1，比比 33% 67% 

0積極的な事業活動の喚起に向けた「収益納付ルール」の廃止と成長分野の拡大

→ 収益納付ルールの廃止
ネ木事業実施事業者から、今後の収益納付の発生について懸念する声がある。

計

1 3 

100% 

2 1 

100% 

市Ij度が f~l1!Jーする企業の革新的な取組み意欲を問害寸るとともに、設備投資のための借入会返
済に支防を来たす懸念がある。

→ 拡大を要望する成長分野の分野例

「農林水産資源関連ビジネス」、 「国際観光・海外展開(北東アジア、東南アジア)J 

[鳥取県経済再生成長戦略(平成25年4月策定) 1 
転属的推進 l環境・エネルギ一、次世代デバイス、バイオ二百瓦関連正玄 康・福祉サーピ
分野 |ス関連産業、まちなかビジネス、コミュニティービジネス、観光ビジネス、農林

水産資源関連ビジネス、次世代サービス

横断的施策|国際物流戦略、ICT戦略、人材育成戦略、 ASEAN戦略
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83 スポーツツーリズムに関する支援について

《提案圃要望の内容》

0本県がインバウンド対策の重点施策として取り組んでいるスポーツツーリズ
ムの基盤整備や普及、スポーツを取り入れた着地型旅行商品の開発や海外プロ

モーションに対する財政支援を行うこと。

[今後支援いただきたい事項]

①「ジ γパン・エコ・トラック j の推進

. -;;1-イクリング、ウォーキング、カヤックなど人力での移動を基木とした環境に世話しい旅行

スタイノレを県全域に広げるためのインフラ整備や、ガイド ~(~Ij)(:などの休:111[ 整備への支援

②国内外の:豆好者が訪れ、高し寸平{llIiを得ているサイクリングコース及びウォーキングコース

のゆ外への P1<や、稿j也型旅行 l布品の開発

-人:111タウンヒノレコース(ザイクリング)

. sli郷1111)i'iJ1口|コース(ウォーキング) など

③スポーツ大会の|司際化

-国内の草分けである「全日本トライアスロン許生夫会」や「昨生・大IUSEA TO SUMMITJ 

及び新たに外同人参加枠を設けた「鳥取7 ラソン」などの国際大会の海外 PT¥

④エコツーリズムの背及及びインバウンド対応

・エコツアーガイドの養成

-海外トップ吋プロモーション

<参考>鳥取県の取組状況

-サイクリングロード、ウォーキングコースの整備

-サイクリング等の拠点施設等の整備(コンビニエンスストアと提携した休JAt所の盤側l等)

・スポーツツーリズム促進に係るインバウンド陪i品の造成、誘致促進

・各種スポーツ大会の国際化

※「ジャパン・エコ・トラック」とは

発

着

拠

点

「スイスモピリティ」と呼ばれているスイス全土をカバーする新たな旅行形態を参考に、全国 SEA
TO SUMMl T連絡協議会において提唱されたサイクリング、ウォーキング、カヤックなど人力での
整動を基本とした環境に優しい旅行スタイノレ。

、ぺき雪‘句 ‘・.--
中 ~。費〆カヤフクぬ自転車 拠
継

戸同 点
一 ー
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84 観光地魅力アップと地域ブランド力強化について

《提案・要望の内容》

0地域が有する自然や歴史文化、温泉等の観光資源を生かした魅力アップを図るた
め、観光エリアの景観整備等に対する財政支援を充実すること。

0受入体制の整備に向け、観光案内表示、無料公衆無線 LANの整備促進や多言語
対応の改善・強化に対する財政支援を充実すること。

0広域エリアで一体となって圏内外に通じる魅力ある観光地域づくりを図るため、
地域ブランドイメージの確立に向けた支援を充実すること。

【今後ご支援いただきたい事項】

. J由J或の観光資源の的き上げ、魅力アップに資する景観佐伯、改修台;';に去、Iする支援

・観光案内表示の多言語化、 lw、料公衆無線 LAN等のインフラ終的に対する支112

・地域イメージをプランデイングする専門アドパイサーの派i世

・広域エリアで数多くの魅力ある観光資源をつなぎ、ストーリ ~'I'lé ;Y)る効果的な共同プロ

モーションをする際の災施支援

<参考>

【現状及び課題】

0'1'凶地方は日本を代表「る世界文化泣}!Jiや世界ジオパーク、歴史、文化が泣かな白然と融合し、

人々を魅 f寸る数多くの観光資相ilに恵まれている。

。中国J也方の 2012年の観光入込治:数は 58. 4百万人(対前年比 10 5 %)、 20 1 3内ーの

中間i也)jの外国人延べ宿泊者数は45. 9万人となり、対前年 22%のi??となった。 ('1'1)

Cしかしながら、人1:1減少局面における国内観光市場の限界や、 '1'園地方の外111人宿泊数の全

凶シェア(訂j2 %程)Jt-c推移)を考@すると、観光地の魅力アップと、新たに国外の観光市
嬰をl呼び込み地域経済の活性化につなげていく新たな広域観光の岩IJI111、地域ブランド力の強

化を ~ìí~1 Jして進めていくことが課題。

* 1観光斤の共通基却による観光入込客統計、宿泊航行統計調布(皆定)より算出
[鳥取県の取組状況]

。魅力アップのための景観柊備等

・市1泉地の魅力向上のためれうグランドデガイン策定、施設柊備への支援

・鳥取砂丘など観光周~症の核となる観光素材を活用した観光メニュー造成への支援

O受入休制整備

自治体や観光事業者が行う、次の外国人観光訪客活動に対する支援

(例)外国語表記のホ」ムペーシやパンブレットの作成、施設等の外国語表記看収等設也、

クレジットカード対応機おや Wi-fi環境整備、消費税免税広舗開設 など

0地域ブランド力強化

広域エリアで連打5し、 f亙れた観光素材をつなぐ)ム域j司i笠ノレート(ジオパーク、まんが、花、グ

ノレメなど)の提案や共同情報発信、キャンベーンの実施
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85 広域観光の推進について

《提案 R 要望の内容》

0地方が一体となった誘客の取り組みにより新規需要を開拓し、圏内観光の活性化
を図るため、国においても、広域観光の振興策を一層強化すること。

・広域マーケテイング調査の実施に対する専門アド、パイザ一派遣等の支援

.広域エリアを取り上げたプロモーションの実施

<参考>

【現状及び課題】

O'IJ同地方は自然環境・景観にJiEまれ、伝統芸能や食文化、世界文化iEI産など全国に誇れる地域

資源が多くあるが、観光地問の辿Jjtが不|分であり、中国地方:全体の魅力のアピーノレが弱いc

したがって、地域資源をテーマごとに結びつけた広域観光ノレートの設定当により、，1'岡地方全

体の広域観光を促オ必要があるの

。rfJ同!被|折1'1動r11:道 rvl:;路鳥取線」、「尾道松江線」守の高速道路の終備により、東西のラインに

)111えて南|七のラインが充実し、 'l'I4;IJ出方におけるj目JjQf 1'1は絡段に同U::した仁また、このメリッ

トを活別して、関西、 '1'京、JlLI国、九州とのJilif;¥;を強化する必!廷がある。

。整備が進む自動車道と空宇佐、 ]R駅、ハスターミブノレ等の交通拠点、を結ぶ広域観光ノレート、ター

ゲット日I1(発地別、和J川交通機関月IJ等)の広域観光ノレートを複数設定し、新たな観光前riLやモ

デノレコース等をマ←ウティングに基づき同内外に促案する必~:ーがある。

【鳥取県の取組状況】

山陰線光推進協議会、 f三J取・岡山観光~携事業、凶幡・但馬・丹後観光協議会などにおいてスケーノレ

メリット活かした情報発信や共同ブ。口モーションを実施している。

【中園地方の多様な観光資源】

世界遺産"ジオパーク・支化遺産

.:t; :;1:・ 3島ポ輸事~.~.-VI"Å
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86 インバウンドの推進について

《提案・要望の内容》

0外国人観光客は、東京から大阪までのいわゆるゴールデン・ルートに集中して
いる。今後、東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、地方への来訪

を促す取り組みを一層強化すること。

-地方の広域周遊観光ルートなど、地方を取り上げたプロモーションの実施

'多言語案内板、無料公衆無線 LAN等のインフラ整備に対する財政支援

<参考>

【現状及び課題]

051とアジアの続的発出に伴い'[r凶地方への外国人的l光容はlrrl))[1しているものの、全同の宿泊者数

に占める拘1ffl工、 2 ノ、一セント米7前にとどまっている。 Itl外における ιIJ 同地方の n~， )~flJ主はまだ

まだ低く、各りi~ !)~仙別立、J I，~;寸るには限界がある。

02020 irのオリンピック・パラリンピック京京大会のIJflfti:にfIiJけ、日本全体の認知11見、観光への
ニーズも日まることが予想されることから、中岡地方 休となった防報発信等を図る必要があ

る。

【鳥取県の取組状況】

。白治体や観光斗i業者が行う、Ikの外同人観光訪客:活動に対する支援

(がiJ) ・海外での商談会等へ什rrl設する|燃のプロモーションに裂する経費

-従業員対象に外凶人観光客のおもてなし研修をわうための経資

.外国首表記のホームページやパンフレットの竹成経費

・ 11包設キ;の外[f!~m-=1<記看板等戸支出経費

-クレジットカード立、l応機掃や Wi-Fi 環境終備に嬰するi降雪lt

-消費税免税山約開設に十l'う術品等腕入経狩 など

。「凶際リゾートとっとりプラン」における県の取組

受入環境笠{Ji/l
プロモーション

Jii¥1J会社前lけ 般向け

-民間の受入環境終備の取組の制整・支援 。全県的な観光資源・ 。メディアを活J日し

-空港等における観光案内 情報の PR た全!¥HfIJな観光}:ii

-外客誘致に係る各種研修会等の問的l 。旅行会社への情報 :原・情報PR

-地域資源の掘り起こし、磨き上げ 提供 0観光展出展

地域の受入環境整備の取組の調整・支援 0}jI(1J会制招致 0メディアJr.致

-地域内の二次交通整備の調整
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87 微小粒子状物質等、広域大気汚染に対する取組の推進について

《提案・要望の内容》

0大陸からの微小粒子状物質 (PM2.5)や黄砂等の大気汚染の影響を軽減するため、

TEMM (日中韓三カ国環境大臣会合)プロジェク卜及び黄砂対策プロジェクトの推

進や公害防止技術の提供等、中国等関係国への大気汚染の発生抑制に対して支援

を行うとともに、抜本的な対策を取るよう要請すること。

0近年、広域汚染や越境汚染が問題となっているPM2.5や光化学オキシダン卜など、

黄砂問題を含め大気汚染物質に関する実態解明調査・研究を推進すること。併せ

て、 PM2.5等の健康影響に関する知見を収集し、防護措置とともに国民に分かり

やすく情報提供すること。

0子どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査)により、 PM2.5の大気汚染

物質が子どもの健康や成長に与える影響を把握した上で、国民の健康維持のため

の有効な対策を講ずること。

0県が行う測定休制の整備には多額の財政負担を伴うことから、当該整備に特化し
た補助制度を創設すること。

※鳥取県におい亡も、 PM2.，5の珠境基準は達成されておらず、また、間定的な指針 11直を超え

た日もよよられている。また、光化学オキシダントの環境基準も木県は達成で、きていないが、

全国的にも同様であるととろ。

※近年、日本へのÊ~l 1ljìの飛来回数がi判加傾向にあり、鳥取県においても飛来101数は直近の

約10'1"'問では、それまでの10年間の2倍以上にも地力rrし、また数年前からは、近年見られ

なかった秋から冬にかけても飛来が確認されるなどの状況がある。

く参考〉

O 平成25年10月30日にロシア沿海地方(ウラジオストク市板東i<HI¥大学) で開俗Iされた、ロシア沿海

地方、モンゴノレ中央県、江原道、吉林省及び本県で構成される第6回北京アジア地方政府環境保護

機関尖務者協議会において、 PM2.5について、地域共通の課題としての認識、対策実施に|白lけた情

報交換等の取組を呼びかけたところ。

o PM2.5関連測定機恭整備状況
年度 事業費(千円) li荷要

1-124 14， 750 PM2. 5iJ!lJ定装置、テレメータ吏新、日常管理委託

成分分析用機器(試料採取装也、波縮装i泣)

1-125 31，869 PM2. 5測定装置、 SPMil!11定装置、風向風速計、局舎、テレメータ強化、

日常管理委託

I-I26 3， 240 日常管沼1委託

之「、I三ド1 49，859 

※消耗品fS:、電気代等の維持費除く
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<微小粒子状物質、黄砂の状況>

(1)微小粒子状物質の測定状況

鳥取市におけるPM2.Sの測定結果(月ごとの値)
100 

90 

80 

70 

の

E 60 
¥ 

'" 2 5日
間

~ 40 
a. 
30 

20 

10 

l 環境基準

日平均値の最高値

口 L一一一一一J一一一~_.，__l 一一一一ームーー ム ー一一一L一一一一一一J..___.._.............-.一一一一一一」 ー」

2011日4 2011.08 2011.12 2012.04 2012.08 2012.12 2013.04 2013.08 2013.12 2014.04 

年月

0 鳥取県では、 PM2.5を平成23年度より測定しているが、過去の1時間値の最高値は、
89μg/m3を記録している。

0国の暫定的な指針値(日平均値70μg/m3)を超える値を測定した日が見られている。

(2)近年の黄砂飛来状況

司教

30 

20 

年

0 平成 12年以降、日本への黄砂の飛来回数は増加し、中圏内陸部等の砂漠化の進
行に伴い、今後も黄砂の発生回数の増加が予想される。

0 黄砂観測日には、マンガン、ニッケルといった有害重金属類が非黄砂観測日に比
ベ高濃度で検出される傾向が見られ、健康への影響が指摘されている2.5μm以下

の微小粒子が含まれることも明らかとなっている。
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88 義務者不存在の廃止鉱山の鉱害防止事業の責務について

《提案・要望の内容》

0義務者不存在の廃止鉱山の鉱害防止事業について、全て国の責任と負担におい
て実施すること。

※義務者不干fゃ在の11-1岩美鉱111に係る坑廃水処理Eは、木県が事業主体となり、 l昭和55年から岩

美町方~~害防止|協会へ委託して災施しており、坑道等から流出寸る宅金属(鉄、銅等)を合

む強固針生(pI13.1)の坑廃水について処理を行っているが、 J:iClfft水のiJfEIJ¥は、ド永久的に継続

寸るため、卒業災胞に係る経費負担が財政を圧迫する状況が続し、ているじ

※鋭、ILr事業は凶mで実施したものであり、義務者不存在の廃11鉱111における鉱害防止の責務
は、基本的に固にあるとの認識に立ち、 J:/L廃水処理も含め、鋭、'占防.11工事は全て国の責任

と負担において行うこと。また、これが実現するまでの|町、県が実施する坑廃水処理!を含

めた鋭、吉15)511:L :，Jrに係る行Ii助金については、 i也j成の実態や当，i亥処理施設の実情等を総合FI'J

に1'ljiJJiして、施設の十年がし的なiili?f.1; 1i; .1::1] ¥に支障にならないよう、人{付'11こ補助対象限度額を

設けないなど幅広く村iWJ対象として交付すること。

く参考>

O旧若美鉱111坑Ide水処理施設のj)1ノk泊坑道からの大詰出水について
・平成 25年 1月に、抗廃水処理施設の州水川坑i萱から大fiiのill水が発生し、導水路より揃れたJj[
廃水の一 df;が近{9fi可J11 (岩美J11)へ流出しtc_，
町、附は、坑}Jg水処理施設l人lの引|水よIJJ:iC道内の土砂が落盤し、恨き 11められていた白然のダムが決
接したために、大量の坑廃水がI:l~\水したものと考えられる。

-今|百|の事故を踏まえ、坑内作業員等の危害予防及び鉱脱水の出水量調整のためのI区を設けると共

に、山水した坑!長水の回収が出来るように導水路の拡l同等を行うなど、大盆のH:¥水に対応できる

対策工事を検討しているところ。

・坑廃水処l'ffi施設の持続的なi型'g管理に支障を来さないよう、当日主対策工事についても必要な経狩
の措i泣をおní~し、したい。

[排水用坑道からの1:[l7，K状訓] [処;!lf¥施設内の状況] [MJIIへの流出状況]

0旧岩美鉱山鉱害防止事業費の状況 (単位千円)

分 事業 ft
財 i関、 内 訳

区
国庫 (3/1) !fr! 、 費|

平成23年度 70，008 50，30:1 19， 705 I 
平成24年度 72，970 52，248 20，722 

平成25年度 63，560 45， 310 18，250 
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89 水道事業の耐震性向上のための支援拡大と
震災対策補助制度の新設について

《提案 a 要望の内容》

0耐震性向上のために実施している老朽管更新に対する補助基準の緩和及び補助
率の引き上げを行うこと。

0震災対策の充実、強化を図るため、応急給水用機材の整備、水道管補修材料の
備蓄に対する新たな補助制度の創設を行うこと。

※水道!血設の被告を品小限にllilえるため、ライフライン強化を1，1指して老朽管更新を実施
しているu これらの事業には多御!の事業仰を嬰し、水道可i身、終日及び水道料金に及ぼす

!形翌年が大きいため、財政支J豆を求める。また、地民等の災担;~11寺における記、急給水には、

給ノ'J，'1' 、給水川タン夕、飲料ノ'J，袋など多くの機材や純白損した水道:~(の判1I修材料の保i誌が

必主!である。

く参考>
O基幹管路の耐震化状況(平成24年度末時点 厚生労働省調査結果より)

i手水~~;や送ノ'1<. {i~; など「基i:l:t ~~; R{i J と呼ばれる水道竹の高打~j~迎合平:は全Ij~1平均で 3 3. 5 %， I昨年度

(3 2 日%)から O. 9ポイントトー封したが、依然として低い状況。
木県においては、 24. 2%台全国で 12訴日に低い水準となってし、るυ

J 耐震滴合~t:5. (.'1'成24年!古末) 1 

三3. 5~主
24. 2%  

0現在の交付基準(老朽管更新事業の補助制度)
①資本iji.lll1i要件 資本単価が 90円/m'以上であること。

※鳥取市の場合(試算)...6 7ILJ/m" (平成24年度)

※米子市の場合(試l:;je)..6]. 5 JIJ/m' ('1仁成 24年度)

②水道料金要1'1': 1か月に lOm:
1

使用した場合の水道料余が、 1，1 2 3円(平成 26年度)より

も向いこと。

※鳥取市のlJ>>合 966円(平成26年度)

※米子市の場合 1 ， 0 7 :i円(平成 26年度)

③:w冶の布IiWJ率 1/3 

(給水車)

(飲料水袋) (管の補修材料)
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90 廃棄物焼却施設改良事業等への

地方公共団体の財政負担の軽減について

《提案・要望の内容》

0焼却施設の設備改良に循環型社会形成推進交付金を活用する場合、採択に係る二
酸化炭素の削減率による補助率の優遇について、現行の設備内容等を勘案して補

助率を適用するなど、採択要件を緩和すること。

※平成 22年皮から廃楽物処Jm施設の基幹的設備改良が対象事業に追加され、補助率 1/2
が適用される採択要刊は、三l可能化炭素の削減率が 20%以|ことなっている。(通;イ?の補助

率は J/日)

※米子rjiは、平成 27年Jjtから焼却l施設の改良三j工業を計画しているが、 I児に最新の省、工才、設

。ffi等を導入していることから、削減半は約 13 (YOと試算しており、 20%以上は閃J1liとな
っている。

<参考>米子市クリーンセンターの施設概要

0供用開始:平成 14年 4月

0焼却能力 270トン/日(9 0トンx3炉)

0付帯設備:灰溶融施設(5 8トン/日)、蒸気タービン発電機 (4， 000 k W) 

0改良計画 平成 27年度から設計等を行い、平成 29年度から改良工事を実施する予定

崎
~ 

‘一 九

米子市クリーンセンター
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91 使用済家電製品の再資源化の推進について

《提案・要望の内容》

0使用済小型電子機器等の回収量を確保するためには、多くの市町村の参加が必
要となることから、初期投資費用はもとより割高となるランニングコストも含

めた市町村の財政支援等を行うとともに、有用資源を丁寧かつ確実に回収する

ため、事業者や地域の実情を踏まえた円滑な再資源化事業計画の認定に配慮す

ること。

o r特定家庭用機器再商品化法(家電リサイクル法)Jにおけるリサイクル料金はラ
不法投棄等の誘因をなくすため、製品購入時に支払う「前払い制」を導入する

こと。

0園内において家電製品等の再商品化を推進する観点から、廃家電の海外流出を
防止するため、固として自治体や関係機関と連携した水際対策の徹底を図るこ

と。

一が酬悶…回酬一収

[籾糊一一家賭和電軒の無紬叩一確閑悶認輔輸一一して…2…4咋中…一年恥刊…1叩叶O刊月 境鵬j港巷) 山
いる事案がある。

<参考>
1使用済小型電子機器等のリサイクルに向けた検討状況

0県下 19市町村にアンケート調査実施(ト125年9月)

・実施中=今6市町

M 実施に向けて検討中=今6市町

圃実施予定なし=今7市町村

※実施しない理由として、「小型家電の排出量が少量J、「予算的に困難」等の意見

O県町村会からは、固による財政支援等について要望が出されている。

2家電リサイクル法の対象4品目の不法投棄台数の推移

0近年、当県の不法投棄台数は減少しているが、不要品回収業者に回っている可能性あり。

年度 I H20 I H21 I H22 I H23 I H24 
全国 I119，400台 I133，200台 I131，800台 I161，400台 I116， 500台
鳥取県 317台 I 576台 I 291台 I 286台 I 239台

3使用済家電製品の適正なリサイクルに向けた本県の取組状況

0市町村と連携して不用品回収業者への立入・指導を実施するとともに、テレビCM等により

県民への普及啓発を実施。

<県内の不用品回収業者数> <本県の子レビCM>

区分 東部地区 中部地区

H23 7 6 

H24 4 5 

H25 3 5 

西部地区 合計

1 2 25 

1 5 24 

1 4 22 
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92 P CB廃棄物の処理推進について

《提案・要望の内容》

0法人の解散などにより処理責任者が不明となった PCB廃棄物について、地方
公共団体が保管・処理を余儀なくされた場合、処理費用を国として財政支援す

るなど確実な処理が実施される枠組みを整備すること。

[※競売ーーしたり一一一一
明になった場合、生活環境への影響を防ぐため地方公共団体がPCB廃棄物

を保管・処理せざるを得ない事例が生じている。

<参考県内事例>

[ヰ巾J1 J 

0平成2;，年、日|羽田j内の泌!と鋭、111から PCB合有電気機器を発見。

0保管・処理責任について調査をれったものの、閉山からがHO年以ヒ経過してお
り、鉱業権者一の所在は不明。生活環境へのE13料を防ぐため、やむなく町が保管・

処理。

. .iド成24年度、 IIITが高濃度PCB機器 lfiを委託処理

十L不法投楽院楽物処涯!司工業補助金(単県)により支援(1/2)0

・低濃度PCB機器3台の保管を継続中(処理米定)

[事例2J 
0以前、法人事業で使用されていたPCB含有電気機訴の個人保管者(元役員)

が死去(平成25年)。

-保有機器低濃度PCGトランス 3台

。親族は相続放棄をしたと主張し、処理への協力の意思はない。

[事例 3J 
。有価物としてPCIl含有の疑いのある機器を回収した個人事業主が死去(平成24年)。

トランス 1台、コンデンサ 1台、安定探 1台 →排出者等の情報 切なし

。親族は相続放棄をしたと主張し、分析・処潔への協力の意思はない。
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表層型メタンハイドレートの調査研究について93 

《提案・要望の内容》

0鳥取県沖における表層型メタンハイドレートの調査については、計画されてい
る音波を使った地質調査に加えて、地質サンプルの取得等も実施し、埋蔵量の

詳細な把握を加速すること。

0調査に当たっては、採取による環境への影響評価手法の研究やメタンハイドレ
ートの実用化に直結する研究を進め、その際には地方における調査研究体制の
整備を促進するとともに、その技術や人材の活用を図ること。

0調査圃研究による埋蔵量把握や技術開発を経て、本格的な採掘、実用化、商業
化へと至るロードマップを策定し、その着実な進捗を図ること。

¥1 平冊目年麿
北嵩i且周辺

! 平間2S年置
l 位置よ割沖

，--園田園1・罷耳語昔、 .. 
i Ev!・/i門成26年度 l ，fhV 
目|隠岐周辺 苧F

l ，-占一一JHYB za 

し

』、

、 俗、/、，
可 、"
-‘ゾ~ 

<参考>

: <今後の間査予定海域>

・平成25年度上越j中、能登半ι西方沖
・平成26年度秋開・山形沖、隠岐周辺
・平成27年度北海道周辺等

※調査予定海域の範
囲はイメージ

※調査海域は現時点

での予定であり各種
調整により変更あり

平成フ6，7年度
世田山市沖

資源エネルギー庁 NewsReleaseに追記]
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94 再生可能エネルギーのさらなる導入促進について

《提案・要望の内容》

0固定価格買取制度における促進期間の終了後も、再生可能エネルギー発電事業
者(特定供給者)による事業への参入意欲が高まるよう、調達価格の設定に当
たっては十分に配慮すること。

0洋上風力発電等の設置促進に向け、海域利用のルールや環境影響評価手法等の
環境整備を早期に実現すること。

0電力システム改革の実施に当たっては、中山間地等においても「低廉かっ安定
的な電力供給」について配慮し、系統連系をはじめとする諸問題を国として主

体的に解決するあらゆる策を講じること。

<参考>

・電力システム改革に伴い鳥取県内で懸念される弊害の例

1 )電力自由化に伴い、需要量の多い地域のみ送配電網の整備が進み低廉な電力供給

が受けられる一方、需要量が少なくかっ点在する中山間地域では過大な負担を強
いられる。

2)鳥取県では既に一般電気事業者の営業所が集約合理化されており、中山間地域へ
の非常時の迅速な対応が課題になっている。こうした中で電力システム改革の進

展に伴い集約された営業所内の各部門が分離されると、部門間の連携や効率が著

しく悪くなり、さらに安定供給が損なわれる。
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95 次世代自動車の充電インフラ整備促進について

《提案'要望の内容》

0政府及び本県の充電インフラ整備目標を実現させるため、民間主導による整備が
一層進むように平成27年度以降も補助制度を継続実施すること。

-平成 25年"J'J、電欠の不安を感じないインフラ終怖を日指して、「I3取りよ次世代

1'1動車充電インブラ幣制lIfビジョン」を策定。エコツーリス、ムなど環境に何日l位した/lJl

光治:受入休iI刊の投備や超小型モビリティセ}のJ斤及促進を阿ることとしているの

[インブラ終的ドl傑]※2020年士で

(凶) 常通充iltMii2 0 0万五E、急速充fELH日5，0001比

(.1."う117~i\) 普通充山吉~344)，!~、急速充屯探 1 8 3法

0課金システムなど充電サービスのビジネス化を目指すために必要な既設の充電設
備に対する追加のハード整備に対して、地方自治体及び民間事業者等への財政支

援を実施すること。

-充屯インフラ整備は、行政主導のアーリーステ←ジから民間半導の市場発展WJに移

行する必要があり、現在は移行!~Jである。

・民rnJレベノレで整備が進展しない要囚として、充電ザービスの無事l化がー囚となって

し、るため、課金サービスなど光屯ザーピスのビジネス化を円指す必要がある。

[鳥取県石油商業組合の声I

多くの充恒ステーションで無料で充電できる現状では、ガソリンスタンドで導入

してもビジネス性がない。ガソリンスタンドが充電廿ーピスを導入するには、献

金できる環境整備が必要。
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96 番号制度導入に係るシステム対応と費用負担について

《提案・要望の内容》

0番号制度の導入に伴い発生する関連システムの構築・改修及び維持管理等を含めた必
要な経費については、同制度が国家的な社会基盤であることを踏まえ、原則として国

が負担し、地方公共団体に新たな経費負担が生じないようにすること。

特に、国が設定した補助金の上限額と、地方公共団体の見積額に本離が生じている

ものについては、その原因を分析し、情報提供するとともに、不足額が生じる場合に

は、必要な財政措置を講じること。

0番号制度導入に必要な団体内統合宛名システムの新規整備や各種システムの改修に
地方公共団体が取り組むためには、国が整備を進める情報提供ネットワークシステ

ム、インターフェイスシステム及び中間サーバーに係る詳細情報が必要不可欠であ

り、これらの情報提供を早期に行うこと。

※薄明111)1.止の導入に十l'い、地方公共団体では情441提供ネットワークとの接続、{七J主 4 情報とのM~
付けなど火f'fi棋なシステム梢築(改修)が必要となることから体制終備には長期間を要する。
※|王|がf皇制iiするm報提供ネットワークシステム、インターフェイスシステム及び仁l'rli)ザーハーの
詳細設計が判明しないと、地方公共団体 Eは体'iIll)柊備に取り机むととがtl:11来ず、結果として、

圃が示す期限内に休制整備を完了させることが困難となることがfil:'tHされる。

<参考>番号制度導入に係るシステム椛成

\1~([(!]~ilJfi.:者~~，-::r~dJ)
~'pø~足手品

!白J
、'!i宮 1;::'寺」ユ Z丹市:::;;j~1

Jか土1向~i司7三区!
む 1司グ¥]色白

全国連携を行うための国のシステム

の作成及ぴ共向調遣を桟討中。

[課1自1 : I . 
・中間サハの詳細情報が分からないため、情報連携させるた

めの定義など、共通仕様の作成に寝込Eが出ている。

.想定事業費について固と都道府県で本離が生じている。

※鳥取県の場合

回想定事業費14.5百万円。県想定事業費88.1百万円 岬!Kii~'vCf.J .' í~捻迅m~_ョ
(想定される補助金額)、小

〆 t~=:~~持PZむ冶 ι版蜘TI((丸
一一一一一一-~' I (:r mJ';がむ辺 ~{2あ也、応m

l 各既存システムで個別二撮られている個|
I 人の番号を統合的に管理するシステム l 

マイナンJ、ーを利用できる税や福祉関
係などのシステム

l_ー自由__ _ーーーーーーーーーー戸四回目ーーーーーーー
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97 地域情報通信基盤整備に対する支援の拡充について

《提案・要望の内容》

0地域住民が等しく情報通信技術がもたらす利便性を享受し、情報格差が生じる
ことがないよう、地方公共団体における光ファイパ等の地域情報通信基盤(ケ
ーブルテレビの伝送路を含む)整備に対する支援措置を拡充すること。

[ 附…E仰川一:川川の岨E
教育等の公j共七アプりケ一シヨンと合わせての1終;主ぞ備が条件となつたり、防災のためのノレー|
プ化労が条1'1となっており、 ilii雨Jiliブロードノ、ンド広燃の1史的をするだけでは補助対刻
と ならない。)

0地方公共団体が整備した地域情報通信基盤を維持するため、伝送路及びネット
ワーク機器の更新が必要となってきているが、特に事業採算性の乏しい地域に
おいては、更新のための費用負担が多大なものとなるため、負担軽減のための
新たな支援措置を講じること。

<参考>
鳥取中央有線放送株式会社(エリア 湯梨浜町、北栄町、琴浦町)の運営状況

伝送路きiの更新にはトークノレ50億円程度の費用負t日がある 方、 lill蛍会社の利誌は年 2~3 千

万IJJf5Wl'であり、日1]の施設貸付料収入も年数百)J円程度であるため、運営に伴う利益で吏新世間を
賄うのは非現;ie!'I'cJな状況。

決算状況

平成25年度 平成 24年度

A 売」平IJ疏(売と JJ;(イIlli) 3佑 1，400万 31J1¥J，700万
B 販売費及び管原資 2 l'自8，800万 2位 8，200万
C 常業利益(1¥-B) 2， 600万 3， 500万

D 当期純利益(営業外II~ fuf 、 1~~lJif!央、悦引 1~) 2， 000万 2， 600万

E 繰越利主主剰余金 2億 9，600万 2{怠7，600万

伝送路・機器等更新費用

工リア IPiJVJ、'/;';:刊等

2坊主~i;丘町 I-l26年度機探更新 0.45{:i]円

今後も機器更新が順次見込まれる

H30~31 年度 光ファイパ、設備・機探吏新 1 4. 7億円

北栄町 H22~25年度 光ファイパ網柊備 1 4. 2億円

(財源 平成21 'f.度地J成情報通信基盤!笹備交付金等を利用)

今後、機器や伝送路の更新が必要となり、全面更新時は同様のYii:用が
見)入ま;Jcる。

琴浦nl] 上125~30 年度 光ファイパ網整備 1 6. 5億円

(財源合併特例依等を予定)

強備後も、機3ftや伝送路の更新が必要となり、全而更新時は同様の決
用が見込まれる。

(補足)乙ファイバの耐用主|一数は 10年だが、通常 10 数年~20 年程度利用

機~，;:の耐用年数及びメーカ一保守j~J悶は共に 5 年411度
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98 米軍機の低空飛行訓練について

( ((提案・要望の内容》

0住民からの苦情が多い地域においては、国の責任において騒音測定器を設置
し、実態の把握に当たること。

0米軍機が低空飛行訓練を行う場合には、飛行高度や飛行区域などの日米合同委
員会合意事項を遵守するよう、米軍に強く要請すること。

OMV22オスプレイの、飛行ルートを初めとする訓練の具体的内容や安全性を

含む運用に関する情報を、訓練の都度、事前に説明をすること。

<参考>

1 鳥取県内の米軍機低空飛行訓練の状況

木県では、住民等から市町村を通じて低空飛行に係る情報提供や苦情があった場合、

次の対応を取っている。

①県が外務省(北米局日米地位協定室)に、米軍に対し低空飛行訓練の中止等適切

な措置を要請することを依頼する。

②市町村から中国四国防衛局に報告し、同局が米軍に対し飛行の実態確認を行う。

また、同局が地元住民へ与える影響を最小限にとどめるよう米軍に対し、働きか

けを行う。

しかしながら、近年、目撃情報が増加するとともに、夜間や休日にも低空飛行が行わ

れるなど、一向に改善の兆しが見えてきていない。

【近年の米軍機目撃情報]

年度 目撃回数 町 キ4 見Ij

2 1 7 若桜町7回

2 2 口戸 若桜町4回、日南町 1回

2 3 1 4 若桜町 12回、日南町1回、鳥取市 1回

24 1 0 若桜町6回、日南町 1回、智頭町 1回、鳥取市 1回

2 5 4 8 若桜町 27回、日南町 19回、鳥取市 1回、南部町 1回

2 MV22オスプレイの飛行訓練ルート

|オスプレイ叩低空洞行訓練の

lL(王子J?
~ 岩国益i也
手"、一プ'JvJIレト

普天間烈行勾

オスプレイの飛行訓練ルートは、 rMV -2 2の普天間飛行

場配備及び日本での運用に関する環境レピュー最終版 (2012

年 5月)Jによると、「ピンク・ブルー・グリーン・オレンジ・

イエロー・パーブル」の 6ルートが想定されている。このほか、

中国山地周辺に「ブラウンルート j があるとされている。
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99 朝鮮半島出身の旧民間徴用者の遺骨収集について

《提案圃要望の内容》

0旧岩美鉱山における朝鮮半島出身の旧民間徴用者の遺骨を発掘し、遺族に返還
すること。

※1913千!日月 10日、鳥取大地災(淡II[6 )の発生11，1'、 11本鉱業株式会社京美鉱業所(住所

鳥取県岩美11首長;美11fT坑金)澱物Jjぱl場のi仮i是が決1:hし、 4万3子守方メートノレの鋭、il己が流

出。その|際、 I区堤凶 F にあった削鮮半正;!jl+\身の [[1 民間微片l者 1i'~I'舎と fijfêにあった荒令部落

i I宅15戸が、 一瞬にして型[!没するという大~Jl~i[止が先生。

※この'Jr故により、朝ji(i半島出身の徴用者281"，と日本人37寸!あわ世て65;j'，の尊い人命が彬iti

となった J その後、決壊i匝堤は修復され、新たに2か!引に砂防lW堤が構築され、視点に至

っているが、今なお、 l口氏川l徴m者及びrl本人の20余名の遺体が鋭、I尼の寸lに孜されたまま

の状況 J

※国において、平成 17&[ から旧民間徴川者の泣;[~については、所在のがI報収集と実地訓査を

尖}jIliされ、仰向政府に'r，¥報提供されたところだが、今なお鉱iJe，+，に波されているiii村の発

布i及びi位校への返i主について、格別の御配慮をお仰い、するロ

<参考>

O鳥取大地震発生後現地写真

一壱'1':"

P 14JbJ/ 

朝鮮人長屋付近 現第 1県嘗ダム・供養塔付近
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100 食晶表示の適正化について

《提案 M 要望の内容》

0景品表示法において、都道府県知事に新たに付与される権限を円滑に執行するた
め、都道府県における人員確保や調査業務等に要する経費に対し、消費者行政活

性化交付金の交付対象に加えるなど、国が必要な財源措置を講ずるとともに、措

置命令を行う場合の基準を明確にすること。

0本年3月に景品表示j去の優良誤認表示に係る食品表示について「ガイドライン」
が示されたところであるが、事例も限られており、判断基準が明確になったとは

言い難いものであることから、具体的事例を増やしてガイドラインを充実するな

ど、引き続き判断基準の明確化に努めること。

0食品表示法における食品表示基準を策定するにあたっては、消費者及び食品事業
者の声を聞き、消費者にわかりやすく、誤解を与えないために必要と認められる

事項に限ったものとし、また、事業者に対して過剰な規制とならないようにする

こと。

(過剰な規制と思われる品質表示の 例)

・みそ汁は、 「和風汁物』又は「和風汁物(みそ汁) Jと表示する事が義務付けら

れている。

※今後、 tAE立命令の権限が付与された|際、指導と命令の判断基準がないと、自治体によっ
て士、I見、が異なるおそれがある c

※平成 26年 3月 28トlに「メニュー・料理等の食品表示に係る長品表示法iの考え方」が

公表されたが、一部の事例についての Q&Aは示されているが、三jf例数も r;l~ られており、

具体的な不当表示の判断主主準の記殺はない。

※現在、消費者庁において検討されている食品表示基準では、現行の食品衛生法と JAS

法の基準をtpに統合するのみと [1日いているが、 JA S lょに基づく品質表示基準の中には、

名称等の規定において過剰な規制と思われるものがある。
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101 警察の人的基盤の整備について

《提案・要望の内容》
O下記対策を講じるために警察官を増員すること。

'ス卜ー力一、 DV等人身安全関連事案対策
※ストーカー 'DV事案等の人身安全関連事実は、認知l段階では、被害者等にf立守が!Jilえら
れる危険性や切迫刊を正確にH':躍することが悶妹。一方で事態が急!民間し、殺人事件等重
大事件に発展するおそれが憧めて向く、 Mi害者の主liI炭等にまで危害が拡大する可能性があ
るため、被t与の予防・未然防止から対処に至るまで、迅速、的問tかつ組織的な対応が必要。
※近年、ストーカー DVの相談判数・事案刻応{'I 数は1\~1 力11傾向にある。本県内 lこ J， 'iitする

担I)i丈等に刈する他的県り察からの問一設拍問要詰等には、的確に対応しているが、木県の休

i!iIJI土Ilf6:羽ていあることから、迅速かっ的li'(liな対応を|主lるための休制強化が急j芳である。

副特殊詐欺(振り込め詐欺等)対策
※特殊詐欺は全国1'10にl曽加傾向にあり、手日はより巧妙となっている。 l主|氏、県民に人一きな
おl主117と休J長治170)低 1'-をもたらしており、ここでfH_II:めをかけない|根り、被害はますます

拡大を続け、治安水準を大きく{¥i:T-させる夏休lになりかねない。
※i出やかな 1-1陀凍結や契約者的認のJくめ等犯行ツーノレの遮|析対策と、|ι行して、他都道府県へ

の長WJlU張波夜、他県との合・共同拠査年;の広域かっ秘医刊の高い捜4ょを組織的にわうこ
とが必要。

※木県においても、被害者数、事件対応ともif)加しているが、木県、の体制は!脆弱であること

から、各研広報E村富市動、関係機関への指導・協力依頼笥 ~:[t続した防犯対策、認、j、11時にお

ける迅速かっ広J攻な捜査を推進するための休i!iIJ強化が急務である。

-原子力災害対策
※U P 7 (緊急防護姶置区域)が30km悶に拡大され、境港??察署及び米干件祭器 "'8;I)~ の人一音1\

分が問内となっている。

※ ιlJ根日fJ， 1/t察、鳥取県等の関係機関と足立携の j 、本日ILへのJ;\;評J巴婦、山Ij~技!旬、及び木県住民寺;

の避刻[誘導、広域交通規制、 i位難j也区の犯罪予防等の各部位察活動の迅速かっ的硝な災胞

と2{~~察署の機能移転が必要。

※緊急防護措iiiJ':区llJ(等の実態11'!t屋、ぞ?備百liilii今;の見直し、関係協I苦!との情報共有、教義訓練、
E空機材等の整備、専門知識を有する相当者の育成等の諸士、j策は、一過性あるいは断続的な
対策では到底不可能であるため、 frF察官の明員により縦続的かっ:¥¥，門的、専属的な体制強
化が急務である。

-高速道路等における交通安全対策
※鳥取県内の高速道路及び指定自動車~I;()lJ道路は、、l'-jiX元年にdE耐ilされた中国横l折自動車道

(米子長I~UJW道。 l!?、内 Rfi雌27 ， 2km) 以外は、新直利l方式の中国横[JJi 長1[YJ車道航路鳥取線の

一部(鳥取IC~智頭IC距雌22 ， 5km)及び無料の1'1[YJ京市川道路で榊成(総延伸距陥69，3km) 

され、尚速道路交通??察隊長以下28人休*IJで対応。
※米子自動車道以外は道路の規栴が低く、ネクスコ凶iCl本の活動がないため、交通事故のほ
か、落下物や車両の故障等にも対応するなど、尚いリスクの中、業務を遂行。

※西部、京音1¥分自主隊は、約80km離れているため相互補完ができない止況にあり、同時多発的、

あるいは大規杭交通事故が発生した際に、現場|臨場の遅延や事案対応が困難な場合が懸念

されるが、本県の休市IJは脆弱であることから、広域交通の安全をO'(i'i吊するためには、迅速
かっ適正な初動去、l応等を行うための休制強化が急務 Cある。
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<参考>

0ストー力-.DV事案等人身安全関連事案対策の体制強化
[ストー力一・ DV相談状況】 【ス卜ー力一・ DV対応状況】

H25 H 2.+ H23: H 22 H21 

スト力

DV 

" 

ストーカー

DV 

0特殊詐欺対策の体制強化
【特殊詐欺発生状況】 【特殊詐欺検挙状況】

〆
一
一
、
日
間

〆
~
一
J
『

…

L

棚
誠
一
戸
…
一
日
…

同組欄
J
M

…
…

特

性

ぃ

桂

川

一

一

一

「

一

梶
山
明
日
明

J

J

M

一

1
1
…

…

山

一

【特殊詐欺被害額状況】

0広域交通安全対策の体制強化
【高速道路及び指定自動車専用道路の整備状況】

平成23年を100として指数で表記

0原子力発電所準立地県としての体制確立
【島根原子力発電所周辺図】

※ 

Tヲ

直零

赤色，目・高速道路

紫色…指定自動車専用道路
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鳥取県地域防災計画(平成24度修正)に基づく

u P Z (30km圏)内人口約73，000人




